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売上⾼は、
前期⽐39億円減少の、５９７億円となり、
５期ぶりの減収となりました。

利益⾯では、
営業利益は、２５億円減少の３３億円、
経常利益は、２４億円減少の３７億円、
親会社株主に帰属する当期純利益は、
固定資産及び投資有価証券の売却益を計上したことなどにより
５億円の減少にとどまり、２６億円となりました。

また、1⽉に公表した修正予想に対しては、
売上⾼は僅かながら減少したものの
利益⾯では、費⽤が減少したことで、ほぼ予想通りとなりました。
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売上⾼・利益の過年度推移
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このスライドは、事業別売上⾼と営業費⽤の前期⽐較を⽰しています。

・企業向けに、住宅地図帳やパッケージ商品を提供する「プロダクト事業」は、
ＧＩＳパッケージや住宅地図データ配信等の売上が
堅調に推移したことなどにより、２億円の増収となりました。

・中央省庁や⾃治体向けにビジネスを展開する「公共ソリューション事業」は、
防災関連等の受託案件や、住宅地図データの提供が増加し、
２億円の増収となりました。

・企画地図やオリジナルの地図柄商品等を提供する「マップデザイン事業」は、
⼤型スポーツイベント関連の公式ライセンス商品の販売などに取り組み、
ほぼ前期並みで推移しました。

・「オートモーティブ事業」は、前期発⽣したADAS関連等の受託データ販売の反動減、
新⾞販売台数の減少に伴うカーナビゲーション向けデータ販売が減少したことで
２７億円と⼤幅な減収となりました。

・「IoT事業」は、⼤⼿企業向けソリューションビジネスやMaaS関連サービスは
堅調に推移いたしましたが、スマートフォン向けサービスの有料会員数の減少、
プラットフォーマーとの契約終了により3億円の減収となりました。

・中堅企業、個⼈事業主を対象とする「マーケティングソリューション事業」は、
ダイレクトメール等の既存の⼤⼝顧客との取引の減少により、
１３億円の減収となりました。

以上の結果、減収に伴い営業費⽤も減少いたしましたが、
営業利益は２５億円の減益となりました。



ZGP25で区分した事業別売上⾼の予想と実績
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セグメント情報は、従来通り、
「地図データベース関連事業」、「⼀般印刷関連事業」、「その他」の
３区分で開⽰しています。
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地図データベース関連事業の売上⾼と営業利益
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⼀般印刷関連事業、その他の売上⾼と営業利益
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キャッシュ・フローの状況については、

営業活動では、前期より１０億円減少の、
７９億円の収⼊となりました。

投資活動では、ソフトウェアの開発投資は例年同⽔準で実施していますが、
グループ会社再編等によるオフィスビルの売却や、
政策保有株式を含めた投資有価証券を売却した結果、
⽀出は２９億円、
フリーキャッシュフローは、５０億円となりました。

この資⾦と現預⾦から、
配当⾦の⽀払い、リース債務の返済など財務活動で、
２０億円を⽀出いたしました。

以上の結果、期末の現預⾦残⾼は、１５２億円となりました。



11



12

業績予想については、未定としています。

新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響による市況の悪化、
取引先の⽣産計画の変更等により、
当社グループにおいても取引減少や新規案件の契約遅延、
地図データベース整備スケジュールへの影響などが⾒込まれます。
しかしながら、現時点において業績への影響を⾒積もることは難しい為、
第１四半期の状況等を⾒極め
合理的に算定が可能となった段階で、お知らせします。
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当社グループを取り巻く事業環境としては、
外出⾃粛要請などから、主に⾃動⾞会社の操業停⽌や減産に加え
4⽉度の新⾞販売実績は前年同期⽐で約3割減少との発表がありました。
また、研究開発⽅針や新規サービスのリリース時期の変更なども想定されます。

このような状況下において、当社グループの業績に与える影響としては、
カーナビゲーション⽤地図データの販売減少など、
オートモーティブ事業への影響が⼀番⼤きいものと捉えています。

続いて、IoT事業では企業へのソリューション提案、新規データ採⽤など
交渉に時間を要する懸念があります。

さらに、マーケティングソリューション事業においては、
広告宣伝活動の縮⼩により、取り引きの減少が続いています。
⼀⽅で、宅配サービスの広がりから、チラシ作成や配布、配達に利⽤する
住宅地図のニーズも出てきています。
この4⽉に⼦会社を統合して発⾜した、㈱ゼンリンマーケティングソリューションズにお
いて、新規サービスを⽴ち上げる予定でしたが、
中⼩個店の営業再開状況などを⾒極め、リリース時期を検討しています。

当社では、新規案件の提案など営業活動が制限される状況でも
ストック型サービスによる安定収益の確保や、テレワークでの事業活動を
継続しています。また、地図データベース整備もグループ3拠点体制で
取り組んでおり、現状では予定通り整備を進めています。
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配当⾦については、
連結株主資本配当率（ＤＯＥ）３％以上の⽬標に従い、
2020年3⽉期の期末配当⾦は、
当初予定どおり1株当たり12円50銭を予定しており、
年間配当⾦は１円増配の25円となる⾒込みです。
2021年3⽉期の年間配当⾦も、1株当たり25円を予定しています。

※2018年4⽉1⽇付で株式分割（1︓1.5）を実施しています。
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4⽉28⽇の取締役会での決議により
200万株、30億円を上限として、
5⽉１⽇から来年４⽉末までの期間で、
⾃⼰株式の取得を実施します。
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事業別の進捗並びに事業基盤強化の取り組みについて



プロダクト事業は、
ストック型ビジネスへの移⾏が順調に進捗し、前期⽐増収となりました。
GISパッケージの売上も25億円と、予定通り進捗しています。
GISパッケージの増収を背景に、ストック型ビジネスの割合は、
2019年3⽉期の約30% から 、2020年3⽉期は約40% に
増加しました。

ZGP25 1stステージの⽬標である50%に向けて、
進捗のスピードを上げ、新サービスの開発、価格や提供⽅法など
販売戦略も⾒直し、事業拡⼤を⽬指します。
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公共ソリューション事業は、
受託案件や住宅地図データ提供が増加し、前期⽐増収となりました。
住宅地図サービスを利⽤する⾃治体は、
2020年3⽉期に新たに50⾃治体が加わり、650⾃治体となりました。

ZGP25 1stステージの⽬標である1,000⾃治体への拡⼤に向けて、
「ゼンリン住宅地図LGWAN」の本格展開を推進していますが
その進捗は⾃治体によって差が⽣じています。
LGWANで利⽤可能なサービスの開発を進め、⾃治体業務の
プラットフォームとなるよう取り組んでいきます。
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マップデザイン事業は、
⼤型スポーツイベント関連のライセンス商品販売等の取り組みを⾏い、
前期並みで推移しました。

当事業は、商品企画・チャネル開拓などが今後の課題ですが、
コンシューマー向け商品については、
３ブランドによる商品ラインナップでの展開を予定しています。

2021年3⽉期は、新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響による、
各種イベントの中⽌・延期の影響が⾒込まれますが、
適宜計画の⾒直しを⾏い、引き続き市場拡⼤を⽬指していきます。
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オートモーティブ事業は、
前期発⽣した受託案件（ADASを含む）の反動減、
新⾞販売台数の減少によるカーナビ⽤データ販売の減少により
前期より、⼤幅な減収となりました。

2021年3⽉期も新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により、
新⾞販売台数の減少、取引先の⽣産計画変更等、
事業環境が厳しく、当事業が最も影響を受けると捉えています。

今後は、フロー型のカーナビビジネスからの脱却が
重要課題であると認識しています。
カーナビゲーションがなくなるのではなく、カーナビ機能として、
当社プラットフォーム上でのデータベースの販売を検討し、
CASEへの対応など、ストック型、サブスクリプション型のサービス開発に
注⼒していきます。
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IoT事業は、
スマホ有料会員数の減少、プラットフォーマーとの契約終了があったものの、
ソリューションサービスの提供が堅調に推移し、
前期⽐3億円の減収にとどまりました。

2021年3⽉期は、
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により、
特に新規ビジネス等の⽴ち上げが遅れる可能性がありますが、
引き続き、ソリューションビジネスを中⼼に推進していきます。
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マーケティングソリューション事業は、
ダイレクトメールの取引減少等により、前期⽐減収となりました。

2020年4⽉1⽇付けで当社グループ4社を統合し、
マーケティングのトータルソリューションをワンストップで提供可能な
新体制を確⽴しました。
この新体制により、事業の本格的⽴ち上げを急ぎますが、
新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響も⾒込まれるため、
新サービスの市場投⼊時期・リリース⽅法については熟慮し、
展開する予定です。
全国の中⼩個店の事業者の皆様が、
現在⾃粛している営業を本格的に再開する際に、
当社サービスが役に⽴ったと思われるようなものを
提供したいと考えています。
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「ZENRIN Information Platform（ZIP）」は、
収集基盤、データベース基盤、流通基盤、サービス基盤からなる
当社グループの情報プラットフォームです。

これまで、時空間データベースを整備するための
データベース基盤の開発を進め、既に運⽤を始めていますが、
2019年3⽉期からは、データベースを、
利⽤可能な地図データに編集するための
流通基盤の開発に着⼿しています。
流通基盤で最適化された地図情報を、
⾃社サービス・アライアンスサービス・他社サービスで、
効率的に活⽤することを⽬指しています。

また、収集基盤においては、効率的に変化情報を把握するために、
⾃社研究開発だけでなく、Mobility Technologies社など、
他社との共同開発も進めています。

NTT様との資本業務提携についても、データベース基盤の
強化と、NTTグループが展開する4Dデジタル基盤での
データベース活⽤に向け、中⻑期での取り組みを加速します。



当社グループは、その時代時代のニーズ対し、
地図情報を最適な形で提供してきました。
紙媒体の時代には、⼈が⾒やすい、そして判断しやすい地図を作製し、
その後、地図情報のデジタル化を進め、
カーナビやネット配信など事業を拡⼤してきました。

各種センサー技術やAI技術の進化と共に、
グローバルに展開するIT系企業も地図業界に参⼊している中、
当社グループは、現状のシェアを維持するだけでなく、
来るべき「スマート社会」に向け、現実世界のライブラリー化を進め、
データベース基盤の強化に取り組んでいます。
その為には、当社データベースのQCDだけでなく、
多様性、拡張性に関しても、さらなる向上や技術⾰新が必要であり、
さらに、都市基盤であるインフラ系データとの協調も必要となってきます。

本提携は、現実世界をライブラリー化し、
スマート社会へ対応していくという当社構想と、
NTT様の構想が⼀致し、実現に⾄りました。

2020年度より、NTTグループの測位技術や様々な情報資産、及び
当社のデータベース化に関するノウハウを活⽤することで
「⾼度地理空間情報データベース」の構築を開始いたします。

まずは、コンテンツやデータの相互利⽤ができる環境を整えた後、
スマートシティやMaas、⾃動運転等の⾼レベルのアプリケーションを実現する為に
必要となるデータベースの開発を進めていく事を予定しています。
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